
目 的 別 性 質 別

民生費

総務費

57億3,309万円（31.2％）

25億6,659万円（14.0％）

公債費
19億4,470万円（10.6％）

教育費
18億7,503万円（10.2％）

土木費
17億8,919万円（9.8％）

商工費
13億5,018万円（7.4％）

農林水産業費
10億5,848万円（5.8％）

衛生費
9億5,954万円（5.2％）

消防費
7億8,124万円（4.3％）

その他
2億2,286万円（1.2％）

災害復旧費
6,449万円（0.3％）

194億
564万円

平成30年度

186億
3,079万円

令和元年度

186億
922万円

平成29年度

186億
3,079万円

歳入総額

183億
4,537万円

歳出総額

市税
31億1,375万円

諸収入
7億4,193万円

繰越金
3億5,938万円

繰入金
5億9,813万円  

地方交付税
74億6,528万円

扶助費
36億5,052万円

人件費
19億5,657万円

公債費
19億4,465万円

補助費等
26億4,789万円

投資的経費
25億755万円

物件費
24億7,761万円

繰出金
20億6,292万円

維持補修費
3億4,793万円

投資及び出資金・貸付金
3億1,985万円

市民一人あたりの
納税額

積立金
4億2,989万円

その他
4億1,313万円

市債
16億1,046万円

国庫支出金
19億7,103万円

県支出金
14億2,439万円

地方消費税交付金
5億7,047万円

地方譲与税
2億5,665万円

自主財源（

2
8
.1
％
）

その他
１億621万円

依
存
財
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7
1.9％）

そ
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他
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8.7％）
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平成29年度
57万9,429円

平成29年度
9万5,926円

平成30年度
61万9,733円

令和元年度
60万7,704円

平成30年度
9万9,532円

令和元年度

10万3,146円

一般会計歳入

市民一人あたりの額

特別会計

財政分析

公債残高

一般会計歳出

一般会計歳入決算額の推移

市民一人あたりに
使われたお金

令和

元年度
令和

元年度 決算報告 問財政課 財政班 ☎30-0209

区 分 29年度 30年度 元年度

財 政 力 指 数 0.327 0.331 0.330

経 常 収 支 比 率 90.7％ 92.7％ 92.1％

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 なし なし なし

連結実質赤字比率 なし なし なし

実質公債費比率 8.1％ 8.0％ 8.3％

将来負担比率 38.7％ 44.3％ 48.0％

資 金 不 足 比 率 なし なし なし

区 分 残 高

臨時財政対策債 63億8,242万円

教 育 債 32億3,805万円

総 務 債 26億9,489万円

商 工 債 15億2,918万円

土 木 債 11億2,146万円

民 生 債 9億2,043万円

公 営 住 宅 債 8億9,316万円

農 林 水 産 債 8億6,873万円

衛 生 債 7億5,269万円

消 防 債 2億7,856万円

災害復旧事業債 1億8,974万円

減税補てん債 5,188万円

公有林整備債 1,324万円

計 189億3,442万円

特 別 会 計 歳 入 歳 出

国民健康保険事業 33億5,027万円 32億3,237万円

後期高齢者医療 3億8,969万円 3億8,764万円

介 護 保 険 事 業 46億6,398万円 46億2,944万円

下 水 道 事 業 10億5,847万円 10億4,434万円

農業集落排水事業 1億3,006万円 1億2,865万円

　
市
が
支
出
し
た
一
般
会
計
の
総

額
は
１
８
３
億
４
５
３
7

万
円
で
、

前
年
度
と
比
較
し
３
・
７
％
の
減
と

な
り
ま
し
た
。
性
質
別
で
は
、
扶
助

費
の
割
合
が
20
・
０
％
、
続
い
て
補

助
費
等
が
14
・
４
％
で
あ
り
、
投
資

的
経
費
が
13
・
７
％
、
物
件
費
が
13
・

５
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
目

的
別
に
見
る
と
、
民
生
費
が
全
体

の
31
・
２
％
を
占
め
、
続
い
て
総
務

費
が
14
・
０
％
、
公
債
費
が
10
・
６
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳

入

か

ら

の

差

引

額

は

２
億
８
５
４
２
万
円
、
実
質
収
支
は

２
億
４
３
５
１
万
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。

　
市
民
一
人
あ
た
り
で
見
る
と
、
使

わ
れ
た
お
金
は
60
万
７
７
０
４
円
と

な
り
前
年
度
よ
り
１
万
２
０
２
９
円

減
少
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
納
税
額

は
３
６
１
４
円
増
の
10
万
３
１
４
６

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
財
政
力
指
数
は
０
・
３
３
０
で
前

年
度
よ
り
０
・
０
０
１
下
が
り
ま
し

た
。
こ
の
数
値
が
小
さ
い
ほ
ど
地

方
税
等
の
自
主
財
源
が
乏
し
く
、

交
付
税
へ
の
依
存
度
が
高
い
と
い

う
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す

経
常
収
支
比
率
は
前
年
度
に
対
し

０
・
６
ポ
イ
ン
ト
減
の
92
・
１
％
と

な
り
、
や
や
減
少
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
元
年
度
決
算
に
基
づ
い
て
算

定
さ
れ
た
本
市
の
健
全
化
判
断
比

率
お
よ
び
資
金
不
足
比
率
は
す
べ

て
健
全
段
階
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
こ
と
か
ら
、
本
市
の
財
政
は

依
存
財
源
の
割
合
が
大
き
い
も
の

の
、
健
全
な
経
営
が
な
さ
れ
て
い
る

と
い
え
ま
す
。

　
特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
に

設
置
さ
れ
て
い
る
特
別
会
計
で

は
、
全
て
の
会
計
に
お
い
て
黒

字
と
な
り
ま
し
た
。

　
元
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入
は

１
８
６
億
３
０
７
９
万
円
で
、
前
年

度
と
比
較
し
、
７
億
７
４
８
４
万

円
、
率
に
し
て
４
・
０
％
の
減
と
な

り
ま
し
た
。
内
訳
は
、
市
税
や
諸
収

入
な
ど
市
で
賄
う
自
主
財
源
が
28
・

１
％
、
国
や
県
の
支
出
金
な
ど
の
依

存
財
源
が
71
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
自
主
財
源
が
２
億
１
３
４
９
万

円
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
依
存
財
源

も
県
支
出
金
が
５
億
７
２
３
３
万

円
、
市
債
が
２
億
５
２
０
０
万
円
減

少
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
合
計
で

５
億
６
１
３
５
万
円
の
減
少
と
な

り
、
歳
入
は
前
年
と
同
じ
割
合
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
市
が
借
り
入
れ
た
一
般
会
計
の

地
方
債
残
高
で
す
。
元
年
度
末
残

高
は
、
１
８
９
億
３
４
４
２
万
円

と
な
り
、
前
年
度
末
残
高
と
比
較

し
２
億
５
３
３
６
万
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
。
内
訳
と
し
て
は
、
臨
時

財
政
対
策
債
が
63

億
８
２
４
２
万

円
、
教
育
債
が
32

億
３
８
０
５
万

円
、
総
務
債
が
26

億
９
４
８
９
万

円
、
商
工
債
が
15

億
２
９
１
８
万

円
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。
前
年
度

と
比
較
す
る
と
、
中
学
校
大
規
模

改
造
事
業
に
よ
り
教
育
債
、
鹿
角

観
光
ふ
る
さ
と
館
改
修
事
業
に
よ

り
商
工
債
な
ど
が
増
加
し
て
い
ま

す
が
、
こ
れ
ら
は
過
疎
対
策
事
業

債
（
そ
の
償
還
額
の
70

％
相
当
額

を
国
が
後
年
度
の
普
通
交
付
税
で

補
填
す
る
こ
と
が
約
束
さ
れ
て
い

る
）
を
活
用
し
て
お
り
有
利
な
借

り
入
れ
と
い
え
ま
す
。
今
後
も
償

還
額
と
発
行
額
の
バ
ラ
ン
ス
を
考

慮
し
、
適
切
に
地
方
債
管
理
を
行
い

ま
す
。
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